
平成年月日 木曜日 (号外特第号)官 報

第
七
十
四
条
第
三
項
中
「
す
べ
て
」
を
「
全
て
」
に
改
め
、
同
項
た
だ
し
書
中
「
次
条
」
を
「
次
条
第
二
項
」に
、

「
以
後
」
を
「
又
は
同
条
第
三
項
に
規
定
す
る
日
以
後
」
に
改
め
る
。

第
七
十
五
条
の
見
出
し
中
「
取
消
し
」
を
「
取
消
し
等
」
に
改
め
、
同
条
第
一
項
第
二
号
中
「
第
九
号
又
は
第
十

号
」
を
「
第
十
号
又
は
第
十
一
号
」
に
改
め
、
同
項
第
三
号
中
「
す
べ
て
」
を
「
全
て
」
に
改
め
、
同
条
に
次
の
一

項
を
加
え
る
。

３

特
定
退
職
金
共
済
団
体
は
、
そ
の
行
う
退
職
金
共
済
事
業
を
廃
止
し
よ
う
と
す
る
と
き
は
、
そ
の
旨
、
そ
の
特

定
退
職
金
共
済
団
体
の
名
称
及
び
所
在
地
並
び
に
当
該
退
職
金
共
済
事
業
を
廃
止
し
よ
う
と
す
る
年
月
日
を
記
載

し
た
届
出
書
を
当
該
廃
止
し
よ
う
と
す
る
日
ま
で
に
前
条
第
一
項
の
税
務
署
長
に
提
出
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

こ
の
場
合
に
お
い
て
、
当
該
届
出
書
の
提
出
が
あ
つ
た
と
き
は
、
同
日
に
お
い
て
、
当
該
特
定
退
職
金
共
済
団
体

に
係
る
同
条
第
三
項
本
文
の
規
定
に
よ
る
承
認
は
、
そ
の
効
力
を
失
う
も
の
と
す
る
。

第
七
十
六
条
第
一
項
第
一
号
中
「
受
け
た
場
合
」
を
「
受
け
、
又
は
同
条
第
三
項
に
規
定
す
る
届
出
書
を
提
出
し

た
場
合
」
に
、「
受
け
た
法
人
」
を
「
受
け
、
又
は
そ
の
届
出
書
の
提
出
を
し
た
法
人
」
に
、「
以
後
」
を
「
又
は
同
項

に
規
定
す
る
日
以
後
」
に
改
め
、
同
条
第
二
項
第
二
号
中
「
要
件
）」を
「
要
件
等
）」に
改
め
る
。

第
八
十
四
条
の
見
出
し
を「（
譲
渡
制
限
付
株
式
の
価
額
等
）」に
改
め
、
同
条
中「（
収
入
金
額
）」及
び「（
こ
れ
に
準

ず
る
も
の
を
含
む
。
以
下
こ
の
条
に
お
い
て
同
じ
。）」
を
削
り
、
同
条
を
同
条
第
二
項
と
し
、
同
条
に
第
一
項
と
し

て
次
の
一
項
を
加
え
る
。

個
人
が
法
人
に
対
し
て
役
務
の
提
供
を
し
た
場
合
に
お
い
て
、
当
該
法
人
又
は
当
該
法
人
と
の
間
に
当
該
法
人

の
発
行
済
株
式
（
投
資
信
託
及
び
投
資
法
人
に
関
す
る
法
律
第
二
条
第
十
二
項
（
定
義
）
に
規
定
す
る
投
資
法
人

に
あ
つ
て
は
、
発
行
済
み
の
同
条
第
十
四
項
に
規
定
す
る
投
資
口
）
若
し
く
は
出
資
（
当
該
法
人
が
有
す
る
自
己

の
株
式
（
出
資
、
同
項
に
規
定
す
る
投
資
口
そ
の
他
こ
れ
ら
に
準
ず
る
も
の
を
含
む
。
以
下
こ
の
条
に
お
い
て
同

じ
。）を
除
く
。）の
全
部
を
保
有
す
る
関
係
と
し
て
財
務
省
令
で
定
め
る
関
係
が
あ
る
法
人
（
以
下
こ
の
項
に
お
い

て
「
親
法
人
」
と
い
う
。）か
ら
当
該
役
務
の
提
供
の
対
価
と
し
て
当
該
法
人
又
は
当
該
法
人
の
親
法
人
の
譲
渡
制

限
付
株
式
（
次
に
掲
げ
る
要
件
に
該
当
す
る
株
式
を
い
う
。
以
下
こ
の
項
に
お
い
て
同
じ
。）で
あ
つ
て
当
該
役
務

の
提
供
の
対
価
と
し
て
当
該
個
人
に
生
ず
る
債
権
の
給
付
と
引
換
え
に
当
該
個
人
に
交
付
さ
れ
る
も
の
そ
の
他
当

該
個
人
に
給
付
さ
れ
る
こ
と
に
伴
つ
て
当
該
債
権
が
消
滅
す
る
場
合
の
当
該
譲
渡
制
限
付
株
式
（
以
下
こ
の
項
に

お
い
て
「
特
定
譲
渡
制
限
付
株
式
」
と
い
う
。）が
当
該
個
人
に
交
付
さ
れ
た
と
き
（
法
人
を
前
条
第
四
項
第
一
号

に
規
定
す
る
合
併
法
人
と
す
る
合
併
に
よ
り
当
該
合
併
に
係
る
同
項
第
二
号
に
規
定
す
る
被
合
併
法
人
の
当
該
特

定
譲
渡
制
限
付
株
式
を
有
す
る
者
に
対
し
交
付
さ
れ
る
当
該
法
人
の
譲
渡
制
限
付
株
式
そ
の
他
の
財
務
省
令
で
定

め
る
譲
渡
制
限
付
株
式
（
以
下
こ
の
項
に
お
い
て
「
承
継
譲
渡
制
限
付
株
式
」
と
い
う
。）が
当
該
個
人
に
交
付
さ

れ
た
と
き
を
含
む
。）に
お
け
る
当
該
特
定
譲
渡
制
限
付
株
式
又
は
承
継
譲
渡
制
限
付
株
式
に
係
る
法
第
三
十
六
条

第
二
項
（
収
入
金
額
）
の
価
額
は
、
当
該
特
定
譲
渡
制
限
付
株
式
又
は
承
継
譲
渡
制
限
付
株
式
の
譲
渡
（
担
保
権

の
設
定
そ
の
他
の
処
分
を
含
む
。
第
一
号
に
お
い
て
同
じ
。）に
つ
い
て
の
制
限
が
解
除
さ
れ
た
日
に
お
け
る
価
額

と
す
る
。

一

譲
渡
に
つ
い
て
の
制
限
が
さ
れ
て
お
り
、
か
つ
、
当
該
譲
渡
に
つ
い
て
の
制
限
に
係
る
期
間
（
次
号
に
お
い

て
「
譲
渡
制
限
期
間
」
と
い
う
。）が
設
け
ら
れ
て
い
る
こ
と
。

二

当
該
個
人
か
ら
役
務
の
提
供
を
受
け
る
法
人
又
は
そ
の
株
式
を
発
行
し
、
若
し
く
は
当
該
個
人
に
交
付
し
た

法
人
が
そ
の
株
式
を
無
償
で
取
得
す
る
こ
と
と
な
る
事
由
（
そ
の
株
式
の
交
付
を
受
け
た
当
該
個
人
が
譲
渡
制

限
期
間
内
の
所
定
の
期
間
勤
務
を
継
続
し
な
い
こ
と
若
し
く
は
当
該
個
人
の
勤
務
実
績
が
良
好
で
な
い
こ
と
そ

の
他
の
当
該
個
人
の
勤
務
の
状
況
に
基
づ
く
事
由
又
は
こ
れ
ら
の
法
人
の
業
績
が
あ
ら
か
じ
め
定
め
た
基
準
に

達
し
な
い
こ
と
そ
の
他
の
こ
れ
ら
の
法
人
の
業
績
そ
の
他
の
指
標
の
状
況
に
基
づ
く
事
由
に
限
る
。）が
定
め
ら

れ
て
い
る
こ
と
。

第
八
十
八
条
の
二
第
一
項
中
「
第
八
十
四
条
各
号
（
株
式
等
を
取
得
す
る
権
利
の
価
額
」
を
「
第
八
十
四
条
第
二

項
各
号
（
譲
渡
制
限
付
株
式
の
価
額
等
」
に
、「
同
条
」
を
「
同
項
」
に
改
め
る
。

第
八
十
九
条
中
第
四
号
を
削
り
、
第
五
号
を
第
四
号
と
し
、
第
六
号
を
第
五
号
と
す
る
。

第
百
九
条
第
一
項
第
一
号
中
「
次
号
」
を
「
第
三
号
」
に
、「
第
三
号
」
を
「
第
四
号
」
に
改
め
、
同
項
第
五
号
中

「
規
定
す
る
方
法
以
外
の
方
法
に
よ
り
取
得
し
た
」
を
「
掲
げ
る
有
価
証
券
以
外
の
」
に
改
め
、
同
号
を
同
項
第
六

号
と
し
、
同
項
第
四
号
中
「
第
二
号
」
を
「
第
三
号
」
に
改
め
、
同
号
を
同
項
第
五
号
と
し
、
同
項
第
三
号
を
同
項

第
百
二
十
条
の
二
第
一
項
第
三
号
中
「
掲
げ
る
方
法
」
を
「
掲
げ
る
区
分
に
応
じ
そ
れ
ぞ
れ
次
に
定
め
る
方
法
」

に
改
め
、
同
号
イ
及
び
ロ
を
次
の
よ
う
に
改
め
る
。

イ

平
成
二
十
八
年
四
月
一
日
以
後
に
取
得
さ
れ
た
第
六
条
第
一
号
及
び
第
二
号
に
掲
げ
る
減
価
償
却
資
産

次
に
掲
げ
る
方
法

定
額
法

生
産
高
比
例
法
（
当
該
鉱
業
用
減
価
償
却
資
産
の
取
得
価
額
を
当
該
資
産
の
耐
用
年
数
（
当
該
資
産
の

属
す
る
鉱
区
の
採
掘
予
定
年
数
が
そ
の
耐
用
年
数
よ
り
短
い
場
合
に
は
、
当
該
鉱
区
の
採
掘
予
定
年
数
）

の
期
間
内
に
お
け
る
当
該
資
産
の
属
す
る
鉱
区
の
採
掘
予
定
数
量
で
除
し
て
計
算
し
た
一
定
単
位
当
た
り

の
金
額
に
各
年
に
お
け
る
当
該
鉱
区
の
採
掘
数
量
を
乗
じ
て
計
算
し
た
金
額
を
そ
の
年
分
の
償
却
費
と
し

て
償
却
す
る
方
法
を
い
う
。
以
下
こ
の
目
及
び
第
三
目
に
お
い
て
同
じ
。）

ロ

イ
に
掲
げ
る
減
価
償
却
資
産
以
外
の
減
価
償
却
資
産

次
に
掲
げ
る
方
法

定
額
法

定
率
法

生
産
高
比
例
法

第
四
号
と
し
、
同
項
第
二
号
中
「
第
八
十
四
条
（
株
式
等
を
取
得
す
る
権
利
の
価
額
）」を
「
第
八
十
四
条
第
二
項
」

に
、「
同
条
各
号
」
を
「
同
項
各
号
」
に
、「
同
条
第
五
号
」
を
「
同
項
第
五
号
」
に
改
め
、同
号
を
同
項
第
三
号
と
し
、

同
項
第
一
号
の
次
に
次
の
一
号
を
加
え
る
。

二

第
八
十
四
条
第
一
項
（
譲
渡
制
限
付
株
式
の
価
額
等
）
に
規
定
す
る
特
定
譲
渡
制
限
付
株
式
又
は
承
継
譲
渡

制
限
付
株
式

そ
の
特
定
譲
渡
制
限
付
株
式
又
は
承
継
譲
渡
制
限
付
株
式
の
同
項
に
規
定
す
る
譲
渡
に
つ
い
て

の
制
限
が
解
除
さ
れ
た
日
に
お
け
る
価
額

第
百
九
条
第
二
項
中
「
当
該
各
号
に
掲
げ
る
」
を
「
当
該
各
号
に
定
め
る
」
に
改
め
、
同
項
第
二
号
中
「
掲
げ
る

金
額
」
を
「
定
め
る
金
額
」
に
改
め
る
。

第
百
十
四
条
第
一
項
中
「
割
合
」
の
下
に「（
当
該
払
戻
し
等
が
法
第
二
十
四
条
第
一
項
（
配
当
所
得
）
に
規
定
す

る
出
資
等
減
少
分
配
で
あ
る
場
合
に
は
、
当
該
出
資
等
減
少
分
配
に
係
る
第
六
十
一
条
第
二
項
第
四
号
に
規
定
す
る

割
合
。
第
五
項
に
お
い
て
「
払
戻
し
等
割
合
」
と
い
う
。）」
を
加
え
、
同
条
第
五
項
中
「
同
項
に
規
定
す
る
割
合
」

を
「
払
戻
し
等
割
合
」
に
改
め
る
。

第
百
二
十
条
の
二
第
一
項
第
一
号
を
次
の
よ
う
に
改
め
る
。

一

第
六
条
第
一
号
及
び
第
二
号
（
減
価
償
却
資
産
の
範
囲
）
に
掲
げ
る
減
価
償
却
資
産
（
第
三
号
及
び
第
六
号

に
掲
げ
る
も
の
を
除
く
。）
次
に
掲
げ
る
区
分
に
応
じ
そ
れ
ぞ
れ
次
に
定
め
る
方
法

イ

平
成
二
十
八
年
三
月
三
十
一
日
以
前
に
取
得
さ
れ
た
減
価
償
却
資
産
（
建
物
を
除
く
。）
次
に
掲
げ
る
方

法

定
額
法
（
当
該
減
価
償
却
資
産
の
取
得
価
額
に
そ
の
償
却
費
が
毎
年
同
一
と
な
る
よ
う
に
当
該
資
産
の

耐
用
年
数
に
応
じ
た
償
却
率
（

に
お
い
て
「
定
額
法
償
却
率
」
と
い
う
。）を
乗
じ
て
計
算
し
た
金
額
を

各
年
分
の
償
却
費
と
し
て
償
却
す
る
方
法
を
い
う
。
以
下
こ
の
目
及
び
第
三
目
（
減
価
償
却
資
産
の
償
却

費
の
計
算
）
に
お
い
て
同
じ
。）

定
率
法
（
当
該
減
価
償
却
資
産
の
取
得
価
額
（
第
二
年
目
以
後
の
償
却
の
場
合
に
あ
つ
て
は
、
当
該
取

得
価
額
か
ら
既
に
償
却
費
と
し
て
各
年
分
の
不
動
産
所
得
の
金
額
、
事
業
所
得
の
金
額
、
山
林
所
得
の
金

額
又
は
雑
所
得
の
金
額
の
計
算
上
必
要
経
費
に
算
入
さ
れ
た
金
額
を
控
除
し
た
金
額
）
に
そ
の
償
却
費
が

毎
年
一
か
ら
定
額
法
償
却
率
に
二
（
平
成
二
十
四
年
三
月
三
十
一
日
以
前
に
取
得
さ
れ
た
減
価
償
却
資
産

に
あ
つ
て
は
、
二
・
五
）
を
乗
じ
て
計
算
し
た
割
合
を
控
除
し
た
割
合
で
逓
減
す
る
よ
う
に
当
該
資
産
の

耐
用
年
数
に
応
じ
た
償
却
率
を
乗
じ
て
計
算
し
た
金
額
（
当
該
計
算
し
た
金
額
が
償
却
保
証
額
に
満
た
な

い
場
合
に
は
、
改
定
取
得
価
額
に
そ
の
償
却
費
が
そ
の
後
毎
年
同
一
と
な
る
よ
う
に
当
該
資
産
の
耐
用
年

数
に
応
じ
た
改
定
償
却
率
を
乗
じ
て
計
算
し
た
金
額
）
を
各
年
分
の
償
却
費
と
し
て
償
却
す
る
方
法
を
い

う
。
以
下
こ
の
目
か
ら
第
三
目
ま
で
に
お
い
て
同
じ
。）

ロ

イ
に
掲
げ
る
減
価
償
却
資
産
以
外
の
減
価
償
却
資
産

定
額
法

第
百
二
十
条
の
二
第
一
項
第
二
号
中
「
第
六
条
第
一
号
（
減
価
償
却
資
産
の
範
囲
）
に
掲
げ
る
建
物
の
附
属
設
備

及
び
同
条
第
二
号
」
を
「
第
六
条
第
三
号
」
に
改
め
、
同
号
ロ
を
次
の
よ
う
に
改
め
る
。

ロ

定
率
法
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